
（平成２１年１２月２４日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 11 件

国民年金関係 5 件

厚生年金関係 6 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 14 件

国民年金関係 7 件

厚生年金関係 7 件

年金記録確認京都地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



京都国民年金 事案 1487 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 47年４月から同年 11 月までの国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住    所 ：  

   

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45年 10月から 47年 11月まで 

    私は、Ａ市役所を退職し、国民年金に加入する必要が有ったので、妻

が昭和 45年９月ごろ国民年金の加入手続をしてくれた。Ｂ区役所から年

配の職員が自転車に乗って来たので、妻は、その職員に加入手続を行い、

国民年金保険料は３か月ごとに集金に来た職員に納付していた。申立期

間が未納となっていることは納得できないので調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

   申立期間のうち、昭和 47年４月から同年 11月までについて、申立人は、

申立人の妻が国民年金の加入手続を行い、申立期間の国民年金保険料を集

金人に納付してくれていたとしており、保険料納付の前提となる申立人の

国民年金手帳記号番号は 48年１月に払い出されていることが、社会保険事

務所が保管している国民年金手帳記号番号払出簿により確認できることか

ら、申立人は、このころに国民年金に加入したものと推認され、この時点

では、当該期間は現年度納付が可能であり、国民年金に加入しながら保険

料を納付しなかったとは考え難いことから、申立人の妻が、当該期間の保

険料を納付したものとみても不自然ではない。 

   一方、申立期間のうち、昭和 45年 10月から 47 年３月までについては、

申立人が国民年金に加入したと推認される上記の時点では、当該期間の国

民年金保険料を納付するには過年度納付によることとなるが、さかのぼっ

て納付したとの主張は無い。 

   また、申立人の妻又は申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したこ



とを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保

険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない上、申立

人について、氏名を複数の読み方で検索したが、該当者はおらず、別の国

民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も存しな

い。 

   その他の事情を含め総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 47 年４月から同年 11 月までの国民年金保険料を納付していたものと

認められる。 



京都国民年金 事案 1488 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 39年４月から 41 年３月までの国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 41年３月まで 

    申立期間の国民年金保険料については、母親が納付してくれたと思う。

申立期間が未納とされているため、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 41 年４月以降、60 歳になるまで国民年金保険料をすべ

て納付していることが確認できる上、申立期間の保険料を納付していたと

する申立人の母親は、36 年４月から 60 歳になるまで保険料をすべて納付

しており、申立人及びその母親の保険料納付意識は高かったものと考えら

れる。 

   また、申立期間のうち、昭和 39 年４月から 41 年３月までについて、国

民年金保険料納付の前提となる申立人の国民年金手帳記号番号は、41年 11

月に払い出されていることが、社会保険事務所が保管している国民年金手

帳記号番号払出簿により確認できることから、このころに申立人の国民年

金加入手続が行われたものと推認でき、Ａ市では、国民年金の加入届を受

け付けた際、現年度保険料を収納の上、最長で２年度分をさかのぼった過

年度保険料の納付書を発行して、納付勧奨するのが通例であったことが確

認できることから、この納付書の交付を受けた申立人の母親が、当該期間

の保険料を納付したものとみても不自然ではない。 

   一方、申立期間のうち、昭和 36 年４月から 39 年３月までについて、上

記の国民年金加入手続が行われた時点では、既に時効により国民年金保険

料を納付できない期間であり、当該期間の保険料を納付するには特例納付



によることとなるが、特例納付が実施されていた時期ではない。 

   また、申立人の母親又は申立人が当該期間の国民年金保険料を納付した

ことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに当該期間の

保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない上、申

立人の氏名について、複数の読み方で検索したが、該当者はおらず、別の

国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も存し

ない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 39 年４月から 41 年３月までの国民年金保険料を納付していたものと

認められる。 



京都国民年金 事案 1489 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 59年 12 月及び 60 年７月から同年 10 月までの期間の国民

年金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記

録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等  

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 59年 12月 

             ② 昭和 60年７月から同年 10月まで 

    申立期間①及び②の国民年金保険料については、国民年金の加入手続

を行い、私か妻が金融機関で納付したはずである。年金手帳には、申立

期間①及び②について、国民年金に加入していたことが記録されている。

未加入となっているのは納得できないので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①は１か月、申立期間②は４か月といずれも短期間であるとと

もに、申立人は、昭和 40年 12月から 41年２月までの期間及び申立期間を

除き、国民年金加入期間の国民年金保険料をすべて納付しており、申立人

の妻についても、54 年 11 月に国民年金に加入して以降、保険料をすべて

納付していることが確認できることから、申立人及びその妻の保険料納付

意識は高かったものと考えられる。 

   また、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 61年５月ごろに払い出さ

れていることが、申立人の前後の同手帳記号番号の被保険者記録から確認

でき、このころに申立人の国民年金の加入手続が行われたものと推認され、

この時点では、申立期間の国民年金保険料を過年度納付することが可能で

ある上、申立人が所持している年金手帳には、申立期間が国民年金の被保

険者期間として印字されており、申立人が申立期間についてＡ市で被保険

者として管理されていた可能性がうかがわれ、同市では、国民年金の加入

手続を行った際に、過年度分保険料の納付を希望する場合は、納付書を発



行していたことが確認できることから、申立人又はその妻が、その納付書

により当該申立期間の保険料を納付したものとみても不自然ではない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



京都国民年金 事案 1490 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和36年４月から47年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住    所 ：  

   

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 47年３月まで 

    国民年金の加入手続については、昭和 36年４月ごろ、亡くなった妻が

行ったと記憶している。国民年金保険料の納付については、妻に任せて

いたので、詳しい状況は分からないが、申立期間について、妻が納付し

ていたと思うので、改めて調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、その妻が、国民年金の加入手続を行い、申立期間の国民年金

保険料を納付してくれていたとしており、保険料納付の前提となる申立人

の国民年金手帳記号番号は、社会保険事務所が保管している国民年金手帳

記号番号払出簿により、昭和 40 年 12 月に夫婦連番で払い出されているこ

とが確認できることから、このころに、申立人の妻は、国民年金の加入手

続を行ったものと推認できる。 

   また、申立人が所持している昭和 46 年４月１日発行の国民年金手帳の

「昭和 46年度国民年金印紙検認記録」により、当該年度に検認印が有るこ

とが認められ、社会保険事務所が保管している特殊台帳では、申立期間の

各年度について、納付月数欄が空欄となっていることが確認でき、社会保

険事務所では、昭和 48年度及び 49年度に行われた台帳更新時、46年度以

前の納付記録について、年度内の国民年金保険料がすべて納付済みの場合

は、納付月数欄を空欄としていたことが確認できる上、社会保険庁のオン

ライン記録により、申立期間の保険料について、申立人の妻は納付済みで

あることが確認できることから、申立人の妻が申立期間の保険料について



も納付していたものとみるのが相当である。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



京都国民年金 事案 1491 

  

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 45年 10月から 46年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等  

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住    所 ：  

   

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45年 10月から 46年３月まで 

    私は、申立期間の国民年金保険料の納付については、死亡した前の妻

に任せていたため、よく分からないが、申立期間が未納となっているこ

とは納得できないので調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間は、６か月と短期間であるとともに、申立人については、申立

期間を除き、国民年金加入期間について、国民年金保険料をすべて納付し

ていることが確認できることから、保険料の納付意識は高かったものと考

えられる。 

   また、社会保険事務所が保管している領収済通知書により、申立期間を

含む昭和 45年４月から 46年３月までの国民年金保険料を 49年８月２日に

納付していることが確認できる。 

   さらに、上記通知書には、いったん納付された国民年金保険料を昭和 45

年４月から同年９月までの６か月分に期間訂正し、不足額 600 円との記載

が有り、社会保険事務所が保管する特殊台帳にも同様の記載が認められる

が、これは、49 年８月２日の時点では、45年４月から 46 年３月までの保

険料は、既に２年以上経過し、時効により、過年度保険料として収納する

ことができないため、当時実施されていた第２回目の特例納付による保険

料（６か月分）に充当したものと推認できる。このような措置を採る場合、

社会保険事務所は、充当する旨を申立人に通知するとともに、不足額につ

いて納付書を作成する必要が有り、充当することにより未納となる期間に



ついても納付書を作成していた旨陳述していることから、申立期間につい

ても併せて納付書が作成され、その納付書により納付したものとみても不

自然ではない。 

   その他の事情を含め総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



京都厚生年金 事案 1336 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社における資格喪失

日に係る記録を昭和 38 年 10 月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を

同年５月は２万 2,000 円、同年６月は１万 4,000 円、同年７月から同年９

月までの期間は２万 4,000円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38年５月 23日から同年 10月１日まで 

    申立期間について、継続して勤務し給与から保険料が控除されていた。

申立期間について厚生年金保険の加入記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、社会保険事務所の記録では、Ａ株式会社において昭和 38年２

月 19 日に厚生年金保険の資格を取得し、同年５月 23 日に当該事業所が厚

生年金保険の適用事業所でなくなったことにより同日に資格を喪失後、同

年 10月１日に当該事業所がＢ社（39年４月 16日にＣ株式会社へ名称変更）

の名称で適用事業所となったことに伴い同日に資格を取得しており、38年

５月から同年９月までの申立期間の被保険者記録が無い。 

   しかし、申立人は申立期間に係る給与支払明細書を所持しており、申立

期間において給与から厚生年金保険料が控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立期間における給与支払

明細書の報酬月額及び保険料控除額から、昭和 38年５月は２万 2，000円、

同年６月は１万 4,000 円、同年７月から同年９月までの期間は２万 4,000

円とすることが妥当である。 



   一方、社会保険事務所の記録では、Ａ株式会社は、申立期間において厚

生年金保険の適用事業所としての記録が無い。 

   しかし、申立人及び同僚の供述によると、申立期間においても従業員は

30 人以上が勤務し、業務内容や勤務形態に変わりはなかったとしている。

社会保険事務所の記録においてもＡ株式会社が厚生年金保険の適用事業所

でなくなった時の従業員数は申立人及び事業主を含め 38人であり、同社が

再びＢ社として適用事業所になった時は 35 人が被保険者となっている。そ

のうちＡ株式会社が適用事業所でなくなった際の被保険者は申立人を含め

10人が再びＢ社で被保険者となっていることからも、申立期間においては、

５人以上の従業員が勤務していたことが推認され厚生年金保険の適用事業

所としての要件を満たしていたと考えられる。 

   なお、事業主は、申立人の申立期間において適用事業所でありながら社

会保険事務所に適用の届出を行っていなかったことが認められることから、

申立人の申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



京都厚生年金 事案 1337 

 

第１ 委員会の結論 

   事業主は、申立人が昭和 42年２月１日に厚生年金保険被保険者の資格を

取得し、43年 12月６日に資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所に行っ

たことが認められることから、申立人のＡ株式会社Ｂ所（現在は、Ａ株式

会社Ｃ部）における厚生年金保険被保険者資格の取得日及び喪失日に係る

記録を訂正することが必要である。 

   なお、申立期間における標準報酬月額については、昭和 42年２月から同

年７月までは２万 6,000 円、同年８月から 43 年９月までは３万円、同年

10月及び同年 11月は３万 3,000円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ：  男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42年２月１日から 43年 12月６日まで 

    私は、昭和 42年２月から 43 年 12月まで、Ａ株式会社Ｂ所で勤務して

いたが、社会保険庁の記録によると、この間の厚生年金保険の加入記録

が空白になっていることが分かった。厚生年金保険に加入していたこと

は、企業年金連合会から送付された老齢年金裁定請求書からも明らかな

ので、この間を厚生年金保険の加入期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   社会保険事務所が保管しているＡ株式会社Ｂ所に係る健康保険厚生年金

保険被保険者名簿によると、申立人と氏名が一致するほか、資格取得年月

日が昭和 42年２月１日、資格喪失年月日が 43年 12月６日と記載され、被

保険者期間が申立期間と一致している被保険者記録があることが確認でき

る。 

   しかし、上記健康保険厚生年金保険被保険者名簿において厚生年金保険

手帳記号番号は「****-******」と記載されており、これは社会保険庁のオ

ンライン記録によると、申立人の記号番号とは一字異なっていることが確



認でき、申立人の当該事業所における当時の厚生年金保険手帳記号番号が

異なる番号で記録されていたために、その後の基礎年金番号に登録及び整

理されなかったことがうかがえる。 

   また、企業年金連合会が管理する申立人に係る厚生年金基金の記録につ

いては、当初、厚生年金基金加入員台帳及び老齢年金裁定請求書に記載さ

れている厚生年金保険手帳記号番号は「****-******」と記載されていたが、

同連合会は、老齢年金裁定請求に当たって、申立人から上記の番号は誤り

であり、正しい番号は現在の基礎年金番号である「****-******」であると

して訂正の依頼がされたことから、既に訂正した旨の回答をしている。 

   これらを総合的に判断すると、Ａ株式会社Ｂ所の事業主は、申立人が昭

和 42年２月１日に厚生年金保険被保険者の資格を取得し、43年 12月６日

に資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所に行ったことが認められる。 

   また、申立期間における標準報酬月額については、Ａ株式会社Ｂ所の健

康保険厚生年金保険被保険者名簿及び企業年金連合会が保管する厚生年金

基金加入員台帳から、昭和 42年２月から同年７月までは２万 6,000円、同

年８月から 43年９月までは３万円、同年 10 月及び同年 11月は３万 3,000

円とすることが妥当である。 



京都厚生年金 事案 1338 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ事業所Ｂ学校における資格

取得日に係る記録を昭和 48年４月２日に訂正し、申立期間の標準報酬月額

を５万 2,000円とすることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 昭和 48年４月２日から同年５月２日まで 

    昭和 48年４月にＡ事業所に採用され、Ａ事業所所属のＢ学校の事務に

配属された。厚生年金保険の記録では同年５月２日が資格取得日になっ

ているが、同年４月２日が正しいので訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ事業所に保管されている人事記録及び申立人と同時に就職した同僚の

供述並びに雇用保険の加入記録から、申立人は昭和 48年４月２日にＡ事業

所に採用され、申立期間においてＡ事業所Ｂ学校に勤務していたことが認

められる。 

   また、申立人と同時に就職した当時の同僚の供述によれば、昭和 48年４

月２日に申立人と同時にＡ事業所に採用された同僚は 10人であるが、その

うち申立人を除く９人については社会保険事務所のＡ事業所に係る厚生年

金保険被保険者名簿において、資格取得日は同年４月２日と記録されてい

る。 

   さらに、Ａ事業所は新規採用者に係る厚生年金保険の適用についてはＡ

事業所Ｂ学校においても同じ取り扱いをしているので、申立人についても

給与から申立期間に係る厚生年金保険料を控除していたと思う旨回答して



いる。   

   上記の事実及び周辺事情を総合的に判断すると、申立人は、申立期間に

係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認めら

れる。 

   また、申立期間の標準報酬月額は、申立人の昭和 48年５月の記録及び同

時期にＡ事業所に同条件で採用された同僚の標準報酬月額から、５万

2,000円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は保険料を納付したとしているが、これを確認できる関連資料及び

周辺事料は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所

に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情が無いことから、行ったとは認められない。 



京都厚生年金 事案 1339（事案 666の再申立て）   

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、昭和 32 年 10月１日から 35 年６月１日までの厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことが認められることから、申立

人のＡ株式会社における資格取得日に係る記録を 32 年 10 月１日とし、同

年 10 月から 35 年５月までの標準報酬月額を、5,000 円とすることが必要

である。 

   なお、事業主は、昭和 32年 10月から 35年５月までの厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 32年ごろから 35年６月１日まで 

    厚生年金保険記録の訂正について申立てをしたが、訂正が必要でない

との回答を受け取った。昭和 32 年ごろから 35 年５月まで、Ａ株式会社

に正社員で働いていたことは、間違いない事実である。再度、当時の写

真、並びに、その後判明した同僚の氏名及び電話番号を添えて提出する

ので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間に係る申立てについては、申立人の弟の供述等から、勤務期間

の特定はできないものの、当該事業所における勤務の推認はできるが、当

該事業所は厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、既に解散して

いることから、申立人の申立期間に係る勤務実態及び厚生年金保険料の控

除について確認できる関連資料及び供述を得ることはできない上に、申立

てに係る事実を確認できる関連資料や周辺事情がみられないとして、既に

当委員会の決定に基づき平成 21 年４月２日付けで年金記録の訂正は必要

でないとする通知が行われている。 

   申立人は、今回の申立てにおいて、当時の同僚の写真及び新たな複数の



同僚の氏名、連絡先等の資料を提出していることから、前回の調査に加え

て新たに複数の同僚及び関係者に対し照会したところ、当該事業所の事業

主の親族で元役員の供述及び４人の同僚の供述から、申立人が申立期間の

うち昭和 32年 10月１日から 35年６月１日まで当該事業所で正社員として

継続して勤務していたことが推認できる。 

   また、社会保険事務所の当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険

者数と、申立人及び同僚が供述した当時の当該事業所の従業員数はおおむ

ね一致しているため、当時、当該事業所においては、ほぼすべての従業員

を厚生年金保険に加入させる取扱いであったと考えられる。 

   さらに、当該事業所の事業主の親族で元役員は「私も社会保険関係の事

務に関わっていたが、従業員についてはすべて給与から厚生年金保険料を

控除していた。」旨供述している。  

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間のうち昭和 32 年 10 月１日

から 35年６月１日まで、厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたものと認められる。 

   また、申立期間のうち昭和 32 年 10月から 35年５月までの標準報酬月額

については、申立人の同僚の申立期間前後の社会保険事務所の記録から、

5,000円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

申立期間の健康保険厚生年金保険被保険者名簿の健康保険の整理番号に欠

番が見当たらないことから、申立人に係る社会保険事務所の記録が失われ

たとは考えられない上、資格の取得及び喪失のいずれの機会においても社

会保険事務所が申立人に係る記録の処理を誤ることは考え難いことから、

事業主から当該社会保険事務所へ資格の得喪等に係る届出は行われておら

ず、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 32 年 10 月から 35

年５月までの保険料の納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に

係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



京都厚生年金 事案 1340  

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められることから、Ａ株式会社Ｂ所（現在は、Ｃ株式

会社）における申立人の資格取得日に係る記録を昭和 36 年４月 21 日に訂

正し、申立期間の標準報酬月額を３万 6,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２  申立の要旨等 

  １  申立人の氏名等 

     氏    名 ： 男 

     基礎年金番号 ：  

     生 年 月 日 ： 昭和３年生 

     住    所 ：  

 

  ２  申立内容の要旨 

     申 立  期 間 ： 昭和 36年４月 21日から同年７月 28日まで 

    昭和 20年 11月 30日にＡ株式会社に入社し、63年１月 20日まで継続

して勤務していたが、ねんきん特別便を確認したところ、申立期間につ

いて、厚生年金保険の未加入期間となっていることが判明した。調査の

上、厚生年金保険の被保険者期間として訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ株式会社の人事記録、雇用保険の記録及び複数の元同僚の回答並びに

申立人が所持する給与明細書から、申立人が申立期間において同社に継続

して勤務し（昭和 36 年４月 21 日にＡ株式会社Ｄ部から同社Ｂ所に異動）、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人の所持する給与明細

書から、３万 6,000円とすることが妥当である。 

   一方、社会保険事務所の記録によれば、Ａ株式会社Ｂ所は、昭和 36年７

月 28日から適用事業所となっているが、その前は申立期間も含めて適用事

業所としての記録が無い。しかし、複数の元同僚の回答によれば、同所は

申立期間において５人以上の従業員を雇用していたことが認められること



から、当時の厚生年金保険法に定める適用事業所の要件を満たしていたも

のと判断される。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は、保険料を納付したか否かについては不明としているが、申立人

の申立期間において適用事業所でありながら、社会保険事務所に適用の届

出を行っていなかったと認められることから、申立人の申立期間に係る保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



京都厚生年金 事案 1341 

 

第１  委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人の株式会社Ａ（現在は、株式会

社Ｂ）における資格取得日に係る記録を昭和 28 年３月 31 日、資格喪失日

に係る記録を同年 11月１日とし、申立期間の標準報酬月額を 5,000円とす

ることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住     所  ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

     申 立 期 間  ： 昭和 28年３月 31日から同年 11月１日まで 

    申立期間については、株式会社ＡのＣ出張所に配属され、継続して勤

務しており、厚生年金保険に加入していたので、厚生年金保険の加入記

録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

   株式会社Ｂが保管する申立人の人事カード及び複数の同僚の供述から、

申立人は申立期間において株式会社ＡのＣ出張所に継続して勤務していた

ことが認められる。 

   また、雇用保険被保険者資格取得届出確認照会回答書によると、申立人

は、昭和 28 年１月１日から平成６年３月 31日まで、同社に継続して勤務

していたことが確認できる。 

   さらに、株式会社Ｂの総務担当者は「人事カードの記録から、申立人は

申立期間も含め当社に継続勤務しており、厚生年金保険に加入しない選択

肢は無く、厚生年金保険料は給与から控除していたものと考える。」と供述

している。 

   加えて、株式会社ＡのＣ出張所における申立人の後任者は、「申立人は、



申立期間当時、Ｃ出張所に勤務していた。Ｃ出張所は社員が３、４人であ

り、事務処理能力が低いため、Ｄ本社が給与の支払いや厚生年金保険の加

入手続を行っていた。」と供述しており、社会保険庁の記録によると、この

後任者のＣ出張所勤務期間はＤ本社で厚生年金保険に加入していることが

確認できる。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人は、申立期間において、厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたものと認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立期間前後の社会保険事

務所の記録から、5,000円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

申立期間の株式会社Ａの厚生年金保険被保険者名簿の整理番号に欠番が見

当たらないことから、申立人に係る社会保険事務所の記録が失われたとは

考えられない上、資格の取得及び喪失のいずれの機会においても社会保険

事務所が申立人に係る記録の処理を誤るとは考え難いことから、事業主か

ら当該社会保険事務所へ資格の得喪に係る届出は行われておらず、その結

果、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の保険料の納入の告知を行っ

ておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行してい

ないと認められる。 



京都国民年金 事案 1492 

                     

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和36年４月から44年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。   

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  昭和 36年４月から 44年３月まで 

    申立期間の国民年金保険料については、妻が一括納付したにもかかわ

らず、申立期間が未納とされていることに納得できないため、調査して

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、その妻が申立期間の国民年金保険料を一括納付したと主張し

ている。 

   しかしながら、国民年金保険料納付の前提となる申立人の国民年金手帳

記号番号は、昭和 50年７月に夫婦連番で払い出されていることが、社会保

険事務所が保管している国民年金手帳記号番号払出簿により確認でき、社

会保険事務所が保管している領収済通知書により、申立人は 44年４月から

50 年３月までの保険料（72 か月分）として６万 2,250 円を 50 年 12 月 25

日に郵便局で納付していることが確認できる。 

   これは、申立人が国民年金の加入手続を行った上記の時点から 60歳まで

国民年金保険料を納付しても、国民年金老齢年金の受給資格を得るには 72

か月不足していることから、その 72か月分を、過年度納付及び特例納付に

より納付したものとみるのが相当である上、このことは社会保険事務所が

保管している特殊台帳及び社会保険庁のオンライン記録とも一致する。 

   また、申立人の妻又は申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したこ

とを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保

険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない上、申立



人について、氏名を複数の読み方で検索したが、該当者はおらず、別の国

民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も存しな

い。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



京都国民年金 事案 1493 

                     

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和37年９月から49年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  昭和 37年９月から 49年３月まで 

    私は、高校卒業後就職した勤務先を退職したため、昭和 38年４月ごろ、

亡くなった母親が国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を納付し

てくれていた。母親が受給した自分の年金から私の保険料を払っておい

たと口癖のように言っていたことを覚えている。申立期間が未納になっ

ているのは納得できないので、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 38年４月ごろ申立人の母親が国民年金の加入手続を行い、

申立期間の国民年金保険料を納付してくれていたと主張している。 

   しかしながら、国民年金保険料納付の前提となる申立人の国民年金手帳

記号番号は、昭和 49 年 10 月に夫婦連番で払い出されていることが社会保

険事務所の保管している国民年金手帳記号番号払出簿により確認できる上、

申立人は、同年 10月１日発行の国民年金手帳を所持しており、この日に夫

婦一緒に国民年金に加入したものと推認できることから、申立内容とは符

合しない。 

   また、申立人が国民年金に加入した上記の時点では、申立期間の一部は

既に時効により納付できない期間であり、申立期間の国民年金保険料を納

付するには、特例納付及び過年度納付によることとなるが、保険料をさか

のぼって納付したとの主張は無い。 

   さらに、申立期間の国民年金保険料を自身の老齢年金から納付していた

とする申立人の母親は、昭和 46 年３月まで国民年金（10 年年金）の被保



険者であることから、申立内容は不自然である上、国民年金手帳記号番号

が申立人と連番で払い出され、申立期間の保険料について、申立人と同様

にその母親が納付してくれていたとする申立人の妻も、申立期間において

保険料の納付の事実は無い。 

   加えて、申立人の母親が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示

す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を

納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない上、申立人につ

いて、氏名を複数の読み方で検索したが、該当者はおらず、別の国民年金

手帳記号番号が払い出されていた事情も存しない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



京都国民年金 事案 1494 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 46年７月から 52年 12月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46年７月から 52年 12月まで 

    国民年金制度が発足した昭和 36年４月ごろ、妻が、自身と私の国民年

金の加入手続を行い、国民年金保険料を納付してくれていた。申立期間

の保険料について、妻は納付済みであるにもかかわらず、私は未納とさ

れていることに納得できないため、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、その妻が、昭和 36年４月ごろ自身と申立人の国民年金の加入

手続を行い、申立期間の国民年金保険料についても、納付してくれていた

と主張している。 

   しかしながら、国民年金保険料納付の前提となる申立人の国民年金手帳

記号番号は、社会保険事務所の保管する国民年金手帳記号番号払出簿によ

り、昭和 36年７月に夫婦連番で払い出されていることが確認できるものの、

申立人は、39年８月１日に厚生年金保険の被保険者となったため、同日に

国民年金被保険者資格を喪失し、その後、55年３月ごろに同被保険者資格

の再取得手続をしたことが社会保険事務所の保管している特殊台帳により

確認できる上、Ａ市が、昭和 51年度以降の保険料納付状況等を記録してい

る国民年金収滞納リストでは、申立人は登載されておらず、申立期間につ

いて、同市では申立人を国民年金被保険者として管理していなかったもの

と推認できることから、申立人が再取得手続を行った上記の時点までは、

申立期間は未加入期間であり、保険料を現年度納付することはできなかっ

たものとみるのが相当である。 



   また、申立人は、上記の国民年金被保険者資格の再取得手続を行った際、

時効となっていない納付可能な昭和 53 年１月から 54 年３月までの国民年

金保険料を過年度納付していることが社会保険事務所の保管する領収済通

知書により確認できるものの、この時点では、申立期間は既に時効により

保険料を納付できない期間であり、申立期間の保険料を納付するには、特

例納付によることとなるが、特例納付したとの主張は無い。 

   さらに、申立人の妻又は申立人が申立期間の国民年金保険料を納付した

ことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の

保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない上、申

立人について、氏名を複数の読み方で検索したが、該当者はおらず、別の

国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も存し

ない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



京都国民年金 事案 1495 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和47年４月から49年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

     

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47年４月から 49年３月まで 

    昭和 47年ごろ兄が国民年金の加入手続を区役所で行ってくれた。国民

年金保険料をまとめて納付することができるとのことであったので、私

は、申立期間の保険料として２万円ぐらいを郵便局で納付した覚えがあ

る。申立期間が未納とされているので調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 47年ごろに国民年金に加入した際、申立期間の国民年金

保険料を郵便局で納付したと主張している。 

   しかしながら、国民年金保険料納付の前提となる申立人の国民年金手帳

記号番号は、昭和 52年３月に申立人の元夫と連番で払い出されていること

が、社会保険事務所が保管している国民年金手帳記号番号払出簿から確認

できること、及び同事務所が保管している特殊台帳の「手帳交付年月日」

の欄に、同年２月 28日の記載が有ることから、申立人は、この日に申立人

の元夫と一緒に国民年金に加入したものと推認され、この時点では、申立

期間は、既に時効により納付できない期間であり、申立期間の保険料を納

付するには、特例納付によることとなるが、特例納付が実施されていた時

期ではない。 

   また、申立人の国民年金加入手続が行われた上記の時点で、納付可能な

昭和 49 年４月から 51 年３月までの２年分の国民年金保険料を 52 年２月

28日に過年度納付していることが、社会保険事務所が保管している領収済

通知書により確認できることから、申立人は、この過年度納付を申立期間



の保険料納付と誤認している可能性がうかがわれる。 

   さらに、申立人又はその元夫が申立期間の国民年金保険料を納付したこ

とを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保

険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない上、申立

人について、婚姻中の氏名を含め複数の読み方で検索したが、該当者はお

らず、別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる

事情も存しない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



京都国民年金 事案 1496  

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 40年８月から 46年 11月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

     

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40年８月から 46年 11月まで 

    私は、昭和 40 年８月ごろ会社に勤めていたが、20 歳になったため、

区役所で国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を区役所で納付し

ていた。46 年 12 月に会社を退職し、区役所で厚生年金保険から国民年

金への切替手続を行った際に、担当者から「厚生年金保険と国民年金の

保険料を二重に納付していましたね。」と言われたことがある。申立期間

が未納とされていることに納得できないため、調査してほしい。 

       

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 40年８月ごろ厚生年金保険被保険者期間であったが、国

民年金の加入手続を行い、申立期間の国民年金保険料を厚生年金保険料と

重複して納付していたと主張している。 

   しかしながら、申立人は、平成４年１月８日に厚生年金保険に加入した

ことに伴い、国民年金被保険者資格喪失手続を行った際に、申立期間が厚

生年金保険の被保険者期間であったことが判明したため、同年２月 29日に

国民年金の被保険者資格記録が昭和 40 年＊月＊日から 46 年 12 月 29 日に

修正されたことが社会保険庁のオンライン記録から確認でき、制度上、厚

生年金保険の被保険者期間中は国民年金には加入できないため、重複納付

された場合、当該期間の国民年金保険料が還付されることとなるが、その

記録も無い。 

   なお、申立人の当初の国民年金被保険者資格は、国民年金保険料の納付

を示すものではなく、申立人が 20歳になったことに伴い、国民年金の被保



険者資格を取得したことを示すものであり、申立人は、区役所で保険料の

還付についての説明は受けておらず、「二重ですね。」と言われただけであ

るとしていることから、申立人は、国民年金被保険者期間と厚生年金保険

被保険者期間とが重複していたことの説明を受けたものと考えられる。 

   また、国民年金保険料納付の前提となる申立人の国民年金手帳記号番号

は、昭和 50 年 11 月に払い出されていることが、社会保険事務所が保管し

ている国民年金手帳記号番号払出簿により確認できることから、申立人は、

このころに国民年金の加入手続を行ったものと考えられ、この時点では、

申立期間は、既に時効により保険料を納付できない期間であり、申立期間

の保険料を納付するには特例納付によることとなるが、さかのぼって納付

したとの主張は無い。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない上、申立人について、

婚姻前の氏名を含め複数の読み方で検索したが、該当者はおらず、別の国

民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も存しな

い。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



京都国民年金 事案 1497 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和52年４月から53年３月までの国民年金保険料については、

重複して納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等  

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 52年４月から 53年３月まで 

    私は、昭和 52 年４月から 53 年３月までの領収書をそれぞれ２枚ずつ

所持しており、申立期間の国民年金保険料を重複納付したことは明らか

であるので、年金記録を訂正してほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の国民年金保険料に係る同一月分の「国民年金保険

料領収書」及び「国民年金保険料預り証」を所持しており、申立期間の保

険料を重複納付したことは明らかであると主張している。 

   しかしながら、申立期間について国民年金保険料を重複納付することは、

制度上できない上、申立人が所持している「国民年金保険料預り証」には、

「預り証は本領収書をおかえしした後は無効となります。」と記載されてお

り、「預り証」は、「領収書」が交付されるまでの間、被保険者が集金人に

保険料を預けたことを証する帳票であると考えるのが相当である。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を重複して納付していたも

のと認めることはできない。 



京都国民年金 事案 1498   

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和36年４月から38年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

   

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 38年３月まで 

    私の父親が、国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を納付して

くれていた。申立期間が未納となっていることは納得できない。 

      

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、その父親が国民年金の加入手続を行い、申立期間の国民年金

保険料も納付してくれたと主張しているが、保険料納付の前提となる申立

人の国民年金手帳記号番号は、昭和38年10月に払い出されていることが、

社会保険事務所が保管する国民年金手帳記号番号払出簿により確認できる

ことから、このころに国民年金の加入手続を行ったものと推認され、この

時点では、申立期間の保険料を納付するには、特例納付及び過年度納付に

よることとなるが、さかのぼって納付したとの主張は無い。 

   また、申立人の父親又は申立人が申立期間の国民年金保険料を納付した

ことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無い上、申立人と同居し

ていた申立人の両親及び兄夫婦並びに婚姻後の申立人の妻は、いずれも申

立期間に保険料を納付した記録は無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情は見当たらない。 

   さらに、申立人について、氏名を複数の読み方で検索したが、該当者は

おらず、別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせ

る事情も存しない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



京都厚生年金 事案 1342 

 

第１ 委員会の結論 

   申立てに係る事業所における申立期間については、記録を訂正する必要

は認められない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 昭和 44年 11月 11日から同年 11 月 20日まで 

    社会保険事務所に厚生年金保険の加入期間について照会したところ、

Ａ局に勤務していた昭和 44年 11 月１日から同年 11 月 20 日までの期間

が未加入期間になっていることが分かった。当該期間については間違い

なく同事業所に勤務しており、未加入期間になっていることは納得でき

ない。申立期間について厚生年金保険の被保険者期間であったことを認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ局が保管する人事異動通知書及び退職願から、申立人が申立期間にお

いて同事業所に事務補佐員として勤務していた事実は確認できる。また、

社会保険事務所が保管する健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、

申立人がＡ局において昭和 44年 11月 11日に厚生年金保険の資格を取得し、

同年 11月 20日付けで資格喪失している旨の記載があり、同月の 21日付け

で別事業所において被保険者資格を取得していることが確認できる。 

   しかしながら、厚生年金保険の制度上、同一月内に被保険者資格を取得・

喪失した後に再度、他の事業所において被保険者資格を取得した場合には、

最終の事業所における被保険者期間のみ厚生年金保険の加入期間として扱

われることから、Ａ局における被保険者期間は厚生年金額の計算の基礎と

なる被保険者期間としては算定されない。 

   また、当該事業所に照会したところ、申立期間当時の勤務記録や給与台

帳等の資料が保管されていないことから、申立人の給与から厚生年金保険



料を控除したかどうかについては不明と回答している。 

   さらに、当該事業所における複数の元同僚に照会した結果においても、

申立人の給与から厚生年金保険料の控除について具体的な供述を得ること

はできなかった。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料及び周辺事情を総合的に

判断すると、申立人の昭和44年11月に係る厚生年金保険被保険者期間は、

同年 11 月 21 日に再取得した事業所の期間とされることから、申立期間に

ついて、記録を訂正する必要は認められない。 



京都厚生年金 事案 1343 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 30年２月１日から 32年３月１日まで 

               （株式会社Ａ） 

             ②  昭和 40年３月１日から 41年４月１日まで 

               （Ｂ局内Ｃ食堂） 

             ③ 昭和 41年４月１日から同年 12月１日まで 

               （Ｄ社） 

             ④ 昭和 43年５月１日から 45年７月１日まで 

               （Ｅ株式会社） 

    私は、上記の申立期間について、上記の各事業所に勤務していたが、

上記の申立期間について厚生年金保険の加入記録が無い。私は、申立期

間について厚生年金保険料を事業主により控除されていたと思うので、

すべての申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、申立人は株式会社Ａに勤務していたと供述してい

るが、申立期間に株式会社Ａに勤務していた複数の従業員に照会しても、

申立人の情報は得ることができず、勤務実態を確認することはできなかっ

た。 

   また、株式会社Ａの後継事業所である株式会社Ｆに照会しても、「当時の

入店者名簿及び退店者名簿を確認したが、申立人の記録は見つからなかっ

た。」と回答している上、申立期間当時の賃金台帳等の関連資料の存否は不



明のため、申立期間において申立人の給与から厚生年金保険料が控除され

ていた事実は確認できない。 

   さらに、株式会社Ａの申立期間に係る社会保険事務所の健康保険厚生年

金保険被保険者名簿には申立人の氏名は記載されていない上、健康保険番

号が連続しており欠番もみられないことから、申立人の記録が欠落したと

は考え難い。 

   申立期間②について、申立人は、「Ｂ局内で、委託業者が運営していたＣ

食堂という名称の従業員食堂に勤務していた。」と供述しているため、Ｂ局

を管轄するＧ株式会社Ｈ支店に照会しても、昭和 40年ごろの資料は残され

ていないため、申立てに係る事実を確認することはできない。 

   また、Ｉ保健所Ｊ課に、申立人が勤務したとしているＣ食堂の飲食店舗

の営業許可について照会したが、当時の資料は残されていないため、申立

てに係る事実を確認することはできない。 

   さらに、社会保険庁の記録においても、Ｃ食堂が厚生年金保険の適用事

業所であった事実を確認することはできなかった。 

   加えて、申立人は当該事業所の事業主の姓のみしか記憶していないため、

特定することはできず、申立てに係る事実を確認するための資料及び供述

を得ることはできない。 

   申立期間③について、社会保険庁の記録において、申立人が勤務してい

たとしているＤ社が、厚生年金保険の適用事業所であった事実を確認する

ことはできない。  

   また、申立人は、申立期間当時、申立てに係るＤ社を経営していたのは

申立人の義父であり、当該事業所に勤務していたのは、申立人の配偶者及

びその弟妹並びに申立人本人であったと供述しているが、申立人を含むす

べての上記の親族については、社会保険庁の記録において申立期間におけ

る厚生年金保険の加入記録が確認できない上、申立人及び申立人の配偶者

並びに申立人の配偶者の弟は申立期間において国民年金保険料を納付して

いることが確認できる。 

   さらに、社会保険庁の記録から、申立人の義父が株式会社Ｋを経営して

いたことが確認できるが、当該事業所は、申立期間よりも数年以上前の昭

和 33年に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっている上、申立人の義父

も既に亡くなっているため、申立てに係る事実は確認できない。 

   加えて、申立期間当時、上記申立人の義父の弟が経営するＬ社に係る健

康保険厚生年金保険被保険者名簿にも申立人の氏名は記載されていない上、

Ｌ社は昭和 58年に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、申立期

間当時の事業主の所在も不明のため、申立てに係る事実は確認できない。 



   また、事業所の名称が類似しているＭ株式会社に係る社会保険事務所の

健康保険厚生年金保険被保険者名簿を確認したが、申立人の氏名は記載さ

れていない。 

   申立期間④について、雇用保険の加入記録及びＥ株式会社の保管してい

た退職者名簿から、申立人が昭和 43 年４月 30 日付けで当該事業所を退職

したことが確認できる上、当該事業所に照会しても、申立期間当時の賃金

台帳等の関連資料の存否は不明のため、申立期間における勤務実態及び申

立人の給与から厚生年金保険料が控除されていた事実は確認できない。 

   また、申立期間にＥ株式会社に勤務していた複数の従業員に照会しても、

申立てに係る事実を確認できる供述を得ることができなかった。 

   さらに、Ｅ株式会社が加入しているＮ厚生年金基金及びＮ健康保険組合

に照会しても、申立人が当該基金及び健康保険組合に加入していた事実は

確認できない。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料、周辺事情は無い。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



京都厚生年金 事案 1344 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和３年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 昭和 53年１月１日から同年 10月 31日まで 

    私は、Ａ株式会社が昭和 52 年 12 月に閉鎖された後、Ｂ株式会社へ勤

めるまでの間、Ｃ株式会社において 53 年１月から同年 10 月まで勤務し

ていた。申立期間について厚生年金保険の加入記録が無いのはおかしい

ので調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間当時、Ｃ株式会社に勤務していた複数の人事担当者の供述から、

申立人が申立期間において、Ｃ株式会社で勤務していたことは推認できる。 

   しかし、上記人事担当者のうちの一人は「申立人は、臨時雇用（アルバ

イト）で短期間働いたと記憶している。」と供述しているため、申立人の正

確な勤務実態及び厚生年金保険が適用されていた事実は確認できない。 

   また、事業主に照会したところ「申立人に関する一切の記録を見つける

事が出来ませんでした。」と回答している上、申立期間に在籍した人事担当

者以外の複数の従業員に照会しても、申立人の正確な勤務期間等の勤務実

態及び厚生年金保険の適用については確認できない。 

   さらに、当時Ｃ株式会社は、Ｄ厚生年金基金に加入していたことから、

同基金が解散後に当時の資料を引き継いでいる企業年金連合会に照会した

が、「申立人に係る厚生年金基金加入記録は、当連合会では管理されており

ません。」と回答している。 

   加えて、Ｃ株式会社に係る社会保険事務所の健康保険厚生年金保険被保

険者名簿を確認しても、申立期間において申立人の氏名は記載されておら



ず、健康保険番号の欠番も無いため、申立期間において申立人の記録が欠

落したとは考え難い。 

   また、申立人の申立期間に係る雇用保険の加入記録についても確認でき

ない。 

   このほか、申立人の給与から厚生年金保険料が控除されていた事実につ

いて確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



京都厚生年金 事案 1345 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 33年 12月１日から 35年９月 16日まで 

              ② 昭和 40年 10月 25日から 42年８月 26日まで 

    株式会社Ａに夫と同時に入社し、昭和 33 年 12 月１日に厚生年金保険

被保険者資格を取得し、44 年３月 25 日まで当該事業所に継続して勤務

していたので、申立期間に厚生年金保険被保険者であったことを認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①については、雇用保険の加入記録及び当時の同僚の供述によ

り、申立人が申立期間①のうち少なくとも昭和 34年９月 16日から 35年９

月 16日までの期間について、経理事務等の担当者として、当該事業所に勤

務していたことは認められる。 

   しかし、当該事業所は昭和 45年６月に解散し、申立期間当時の事業主は

既に亡くなっている上、当時当該事業所に取締役として勤務していた事業

主の親族に照会しても、申立人に係る厚生年金保険の適用に係る事実を確

認することはできない。 

   申立期間②については、上記同僚の供述により申立人が当該事業所に経

理事務等の担当者として勤務していたことはうかがえるが、社会保険庁の

記録において、申立人は申立期間②の期間内である昭和 40年 12月 17日に、

当該事業所に係る脱退手当金を受給しているため、申立期間において厚生

年金保険に加入していたとする申立人の主張は合理性に欠ける。 

   また、申立期間②の前後において、雇用保険の加入記録における申立人



の喪失及び取得日と、厚生年金保険の加入記録における喪失及び再取得日

は一致している。 

   さらに、社会保険事務所の当該事業所に係る厚生年金保険被保険者名簿

において、申立人の申立期間②の前後の加入記録における健康保険番号は

異なっている上、申立期間②の期間中である昭和 40 年 11 月に健康保険証

を返納した旨が記載されている。 

   このほか、申立人が事業主により給与から厚生年金保険料を控除されて

いた事実を確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



京都厚生年金 事案 1346 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43年８月１日から 45年３月 31日まで 

    昭和 43 年８月から 45 年３月までＡ市Ｂ区に所在したＣ事務所に正社

員として勤務していたが、社会保険事務所へ照会したところ、厚生年金

保険が未加入となっている。申立期間について、厚生年金保険の加入期

間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｃ事務所の元同僚の供述により、申立人が申立期間のうち少なくとも一

部期間において、当該事業所に勤務していた可能性はある。 

   しかし、申立人が同期入社で一緒に退職したと記憶する元同僚について

も、申立期間において当該事業所に係る厚生年金保険の被保険者記録が無

いことから、申立期間当時、当該事業所においては、必ずしもすべての従

業員を厚生年金保険に加入させる取扱いではなかったことがうかがえる。 

   また、申立人は申立期間中の昭和 44年４月からは国民年金の納付記録が

ある上、Ｃ事務所において雇用保険の加入記録も確認できないことから、

申立期間における正確な勤務期間等の勤務実態を確認することができない。 

   さらに、Ｃ事務所は既に解散し、事業主も亡くなっていることから賃金

台帳等関連資料の存否も不明であり、上記複数の元同僚の回答においても、

申立人が勤務していた可能性があること以外の状況については不明である

ことから、申立期間における申立人の正確な勤務実態及び厚生年金保険の

適用について確認することはできない。 

   加えて、社会保険事務所のＣ事務所に係る健康保険厚生年金保険被保険



者名簿において、申立期間に申立人の氏名は記録されておらず、健康保険

証の整理番号も連続しており、欠番も見られないため、申立期間において

申立人の加入記録が欠落したとは考え難い。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料、周辺事情は無い。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



京都厚生年金 事案 1347 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住    所 ：  

    

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 28年４月１日から 30年 11月 30日まで 

               （Ａ社） 

               ② 昭和 31年８月 28日から 32年９月２日まで 

               （Ｂ社） 

               ③ 昭和 33年９月１日から 36年３月 20日まで 

               （Ｃ有限会社） 

    申立期間①についてはＡ社に、申立期間③についてはＣ有限会社に勤

務し、給料から税金、社会保険料等を差し引かれていたので、年金記録

が無いのはおかしい。 

    また、Ｂ社には、昭和 30年 12 月１日から 33 年８月 30 日まで継続し

て勤めていた。申立期間②の年金記録が抜けているのはおかしい。 

    これらの間違いを訂正してほしい。 

      

第３  委員会の判断の理由 

   申立期間①について、申立人は、Ａ社に勤務し、厚生年金保険被保険者

であったと主張しているが、社会保険庁の記録によると、Ａ社は、Ｄ株式

会社として昭和 41 年３月１日に厚生年金保険の新規適用事業所となって

おり、申立期間①当時は適用事業所ではないことが確認できる。 

   また、当該事業所は､法人化以前の労働者名簿や賃金台帳等を保管してお

らず、申立人の給与から、厚生年金保険料が控除されていたことが確認で

きる関連資料及び供述は得られない。 

   申立期間②について、当時、Ｂ社に勤務していた複数の同僚の供述から、



申立期間②のうち期間は特定できないが、申立人が当該事業所に勤務して

いたことは推認できる。 

   しかしながら、社会保険事務所が保管するＢ社の健康保険厚生年金保険

被保険者名簿によると、申立人は、昭和 30年 12 月１日に健康保険整理番

号＊番で被保険者資格を取得し、31 年８月 28 日に資格を喪失した後、32

年９月２日に同整理番号＊番で被保険者資格を再取得し、33 年８月 30 日

に資格を喪失していることが確認でき、同整理番号＊番の申立人の欄には、

健康保険証を返却したことを示す「９／１ 証返」の押印及び記載が有る

上、同整理番号＊番から＊番までに欠番は無いことから、申立期間②にお

いて、申立人が厚生年金保険の被保険者であったものとは考えにくい。 

   また、当該事業所の申立期間②当時の事業主は既に亡くなっており、現

在の事業主に照会しても、当時の資料は保管されておらず、不明であると

供述しており、申立人の申立期間②当時の厚生年金保険料の控除について、

確認できる資料及び供述は得られない。 

   さらに、申立人は、Ｂ社において、一度辞めた者が再度就職することは

あり得ないとしているが、申立期間当時勤務していた同僚は、「当時同社で

は、一度離職した人が再入社するのはよくあることだった。」と供述してい

る上、当該事業所の被保険者名簿によると、被保険者延べ 209 人のうち、

申立人を含む 21人が複数回、被保険者資格の得喪をしていることが確認で

き、申立内容と符合しない。 

   申立期間③について、当時、Ｃ有限会社に勤務していた複数の同僚の供

述から、申立人が期間は特定できないが、当該事業所に勤務していたこと

は推認できる。 

   しかしながら、当該事業所は、昭和 29 年８月１日に新規適用事業所と

なっているが、42 年６月 24 日に全喪しており、現在清算中法人として記

録上存続しているものの、事業主、役員等の所在は不明であり、申立期間

③当時の当該事業所における厚生年金保険料の控除について、確認できる

資料及び供述を得られない。 

   また、同時期に勤務していた複数の同僚は、「厚生年金保険に加入してい

た者はごくわずかであった。」及び「下請のような出機という雇用形態も

有った。」と供述していることから、申立期間③当時、当該事業所において

は、必ずしも従業員全員を厚生年金保険に加入させていなかったことがう

かがわれる上、当該事業所の被保険者名簿には申立人の氏名の記載が無く、

健康保険整理番号にも欠番は無いことから、申立期間③において、申立人

が厚生年金保険の被保険者であったものとは考えにくい。 

   このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険の適用について、確認



できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



京都厚生年金 事案 1348 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 31年 10月１日から 38年４月 26日まで 

    結婚のため事業所を退職したが、一時金がもらえることすら知らなかっ

た。当時は経済的に苦しかったので、そのようなお金をもらったら覚えて

いるはずである。脱退手当金をもらった記憶がないので調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   社会保険事務所には、脱退手当金の支給を裏付ける申立人の脱退手当金

裁定請求書が保管されており、同請求書には、「受付 昭 38.５.９ Ａ社

会保険事務所」、「小切手交付済 38.10.10」の押印が有るとともに、氏名

欄には申立人の旧姓、住所欄には申立人の実家の住所及び母親の氏名が記

載されていることが確認できる。 

   また、申立期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、厚生年

金保険被保険者資格喪失日から約５か月後の昭和 38年 10月 10日に支給決

定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえず、ほかに脱退

手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 


